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調査対象でない施策
は、市民の反応等

調査結果に対するコメン
ト、市民の反応等

氏名 金光　亨

役職 保健福祉部長

3 中立

二次評価者コメント
ひとり親家庭等が抱える問題に対して、国・県・市等の施策の周知を図るととも
に、相談支援の充実に努めて下さい。また、他の団体等とのスムースな協力が得
られるように、日頃から連絡を密にお願いします。

基本施策への
貢献度

翌年度(H26年度)の取組目標
近年、離婚相談等の件数が増えており、就労支援の相談などに対応するため、母子自立支援員を中心
に相談体制を維持する。

満足度（%）

重要度（%）

調査年度 H22 H23 H24 H25
進行年度(H25年度)の取組内容

（課 題 解 決 状 況）
ひとり親家庭等について、就労支援が必要なケースが増えると考えられるため、制度の普及啓発に努
めている。

⑤ 市民意識調査による施策の重要度・満足度

3
＜施策の有効性＞
　指標分析、評価年度･ 中長
期の達成見込みは？

3 ひとり親家庭等にとって必要かつ有効な自立支援策を講じている。また、この施策は、自立に
向けた最も有効な施策と考える。

（総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出）

就業支援の推進

相談体制の充実
④ 施策展開

経済的自立の支援

2
＜事業構成の適当性＞
　手段は最適か？ 3 ひとり親家庭等の自立促進を有効に展開する施策が含まれており、施策事業としては適当と考

える。また、ひとり親家庭への福祉増進事業であり、事業構成は妥当である。

（総合計画から現在
の問題点を抽出）

1
＜成果指標の妥当性＞
　施策の目的・成果を表現し
ているか？

3
ひとり親に対しての就労など自立に向けた生活指導が重要であり、そのための相談業務や就労
支援は必要である。また、ひとり親家庭が増加する中で、 経済的な不安を抱えている家庭も
多いので、市としては、更なる支援努力も必要かと考える。

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）
③ 現況と課題

ひとり親家庭等においては、養育者が子どもの養育と生計維持の二重の役割を担うことから、経済的、社会的に
非常に弱い立場にあります。このような家庭環境にある母子・父子に対しては、経済的安定と心豊かな生活向上
を図るため、心身ともに健康で安心して暮らせるような相談システムの強化や家庭機能の補完対策等が必要で
す。

項　　　目 評価
5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い

（誰のために、何の
ために） ⑧ 施策の評価

② 対象と目的
ひとり親家庭等に対して、その生活の安定と向上のために必要な措置を講じ、ひとり親家庭等の福祉増進と自立
支援に寄与することを目的とする。（ひとり親家庭　353世帯）

基本施策（中項目） やさしさあふれるまちづくり
① 政策の体系

基本目標（大項目） 健康でやさしさあふれるまちづくり

福祉事務所　ハローワーク 就労支援の充実 母子家庭等の自立を支援
＜備前市総合計画の内容から記載する＞

実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果
⑦ 目標達成に必要な新規事業（裏面 施策構成事務事業以外の事業）及び連携させる他部署の事業

ベンチマーク － －

達成率 － －

実績 H28

H25参
考
指
標
③

目標

－ベンチマーク －

達成率 98.6 95.0 88.1 － －

ひとり親家庭等医療費受給者数（親・
子）

H25 700

実績 690 665 617 H28 700

参
考
指
標
②

ひとり親家庭等医療費受給者
数

目標 700 700 700

－ －

この施策の
平成24年度の

施政方針

次代を担う子どもたちが、健やかに生まれ育つ環境づくりのための子育て支援策を「備前市次世代育成支援行動計
画」に沿って推進しているところであります。地域の子育て支援については、仕事と家庭生活が円滑に送れるよう、
引続き「ファミリー・サポート・センター事業」を実施してまいります。また、子育て関係団体等のネットワークづ
くり・保育サービスの充実に向けた取り組みや「地域子育て支援拠点事業」の充実に努めるとともに、ひろば型拠点
事業の実施箇所数の増加に向けて検討してまいります。
幼稚園と保育園との連携については、人事交流だけでなく、子どもの生活や発達の連続性を踏まえ、就学に向けて、
小学校との積極的な連携を図るようにしてまいります。また、幼保一体化については、伊里地区幼保一体型施設(伊
里認定こども園)の検証を図りながら、片上地区の整備に取り組んでまいりたいと考えております。また、少子化に
伴う種々の子育て支援について、こうした事業と並行して充実を図ってまいります。

ベンチマーク

達成率 112.4 116.4 111.2 － －

児童扶養手当受給者数

H25 280

H28 300

参
考
指
標
①

児童扶養手当受給者数

目標 250 250 250

実績 281 291 278

－ －

－ －
この施策の
アピール
ポイント

ひとり親家庭の親子の自立援助を支援いたします。

達成率 114.1 123.5 109.0
ベンチマーク

実績 422 457 436 H28 450

このシート作成に要した時間 4.0 時間 成
果
指
標

相談件数（母子自立支援員）

目標 370 370

電話 0869-64-1825 H22 H23 H24
単
位

過年度実績 評価年度 成果指標の計算式の説明
ベンチマークの説明

目標値

400

母子自立支援員相談件数（実数）

H25 430

役職 子ども課長

02-01-02
氏名 横山雅一

施策に対する成果指標名

備　　前　　市 　施 　策 　評 　価 　シ 　ー 　ト

⑥ 施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）
施　策　名
（小項目）

ひとり親家庭福祉
コード 作

成
者

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要

重　　　要　　　度

満

足

度

平　均

高低

高

低 -50

-30

-10

10

30

50

0.0 20.0 40.0

満
足
度

重要度

0

1

2

3

4

5

0.0 2.0 4.0

満
足
度

重要度

H22～H24 H25
横軸に重要度、縦軸に満足度をとり、それぞれの平均値を交点としてグラフ化しています。

※H25から数値の採取方法を変更したため、別グラフで表示しています。



147,395 4,929 0.53 158,010 4,105 161,6840.50 152,853 4,182 0.51

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
この施策に費やした資源（単位：千円，人）

1,144 ☆☆☆☆4,230 174 0.02 2,588 79 0.01母子家庭等対策総合支援事業 補助 4,230

871 ☆☆☆5,709 443 0.05 3,461 543 0.06母子生活支援施設措置事業 補助 4,158

ひとり親家庭等相談事業 母子自立支援員相談事業 単市 3,145 2,893 ☆☆☆☆☆3,150 95 0.01 3,016 278 0.0319 0.00

253 0.03

216 0.02

252 0.03 13,182 ☆☆☆956 0.10 12,283 333 0.04 11,312

100 ☆☆☆110 0 0.00 40 0 0.00

ひとり親家庭等医療費給付事業 補助

56 0.01

0 0.00 420 ☆☆☆0 0.00 380 79 0.01 0助産施設措置事業 補助 0

3,030 0.38 143,074 ☆☆☆3,429 0.37 132,148 2,981 0.37 132,436児童扶養手当給付事業等 児童扶養手当給付事業 法定 125,303

10,519

遺児奨励費支給事業 単市 40

直　接
事業費

人件費 人工数 当初予算
☆☆☆☆☆
　　～　☆

直　接
事業費

人件費 人工数
直　接
事業費

人件費 人工数
事業
分類

平成22年度 平成23年度 平成24年度
細　　事　　業

事　業　費　等　（単位：千円，人） 施策への
貢献度平成25年度施策を構成する

事　務　事　業

施策構成事務事業の評価 №１


